
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

地域資源産業活性化事業（～H28）、地域産業資源活用支援事
業（H29～）の申請事業所数、創業計画策定事業所数の合計値

・専門家派遣支援の活用は数回に限定されており、相談時の事業計画の熟度によっては課題解決の初期
段階までしか支援が難しい場合がある。
・コスト負担やノウハウ不足等、高いリスクが伴うような新商品の開発へのノウハウや支援体制が十分
ではない。

・経営改善に意欲的に取り組む企業に対し、専門家派遣の効果的な活用と専門家派遣後の支援の継続方
法の検討が必要。
・新たな県内取引先の確保や販路拡大を図る上でのリスクを低減するために、業界等が連携して行う取
組みに対する支援の充実が必要。

％

50.0

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

実績値

達成率

－

・中小企業等において、新商品開発や生産性の向上などの課題解決に向けて、専門家派遣後に効果的な
取り組みが出来ていないものもある。
・事業者が新しい事業へ取り組むことを躊躇している現状がある。
・新商品の生産等における県内取引が限定的で、県内経済への波及効果が限定的になっている。

６.成果があったこと（改善されたこと）

社

48.0
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 県内の中小企業者等

（２）意図 経営課題の解決や経営状況の改善に向けた取り組みを行う。

96.0

・商工団体等支援機関の支援を受けながら、新商品の開発や生産及び新たなサービスの提供などの新事業活動に意欲的に取り組み、高度で専門的な経営課題の解
決を目指す中小企業者に対し、その取組に必要な専門家を派遣する。
・県内の中小企業等や創業者の地域産業資源を活用した、創意工夫による新しい事業化への取組を支援する。

評価実施年度： 平成３０年度

28年度 29年度

150.0 150.0

事務事業の名称 中小企業に対する支援体制整備事業

事務事業担当課長 中小企業課　美濃　亮 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅰ－４－１
経営革新及び経営基盤の強化への支援

県内中小企業の経営改善や新規事業に取り組む年間事業所数
目標値 150.0 150.0

30年度 31年度年度 27年度

・中小企業者への専門家派遣支援や地域資源を活用した事業化への取り組みを支援し、企業の経営改善につなげることができた。
　ただし、深刻化する人材不足等により、経営革新計画の策定や新規事業等に取り組む事業者は前年度より減少した。
　　事業継続力強化アドバイザー派遣（事業承継、建設業等含む）企業数：282社（派遣回数：1.012回）

うち一般財源（千円） 28,562 44,730

達成率

74.0

％

社

経営革新計画策定事業者数
実績値

取組目標値

－

事　業　費（b）（千円） 28,562 44,730

・専門家派遣を活用する企業等の効果的な経営改善等を図るため、専門家を派遣する回数や期間などについて、必要な見直しを行う。
・地域産業資源を活用した新商品等の開発支援については、平成３０年度から、現状の課題に対応するため、県内取引の拡大や業界等が連携して行う取り組みの促進
を図るための支援メニューを新設したところであり、新規事業の実施状況等を踏まえて、支援内容の見直し等を行う。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・各企業の課題に応じて、特定分野の高度・専
門的なアドバイザーを派遣することにより、中
小企業者の経営改善につながった。
・地域資源産業活性化事業では、これまで支援
した事業者の事業化率は49％となった。
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－ 186.0 96.0

50.050.0

39.0

前年度実績 今年度計画

取組目標値
指標名 県内中小企業の経営改善や新規事業に取り組む年間事業所数

事
業
概
要

64.078.7

－

式・
定義

93.0

－－

単位

118.0

目標値

式・
定義

成果参考指標名等

1
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指標名


